
H16

H17

H18

H19

H20

H21

○ 「法科大学院教育の質の向上のための改善方策について（報告）」（平成21年4月17日　法科
大学院特別委員会）
・授業科目やその内容について、適切な科目区分整理を行い、法律基本科目の質的充実は
もとより量的充実を図ることが必要。
・法学未修者１年次における法律基本科目について、履修登録単位数の上限を36単位とす
る原則を維持しながら、最大42単位とすることを認める弾力的な取扱いが必要。
・法学未修者１年次の授業の実施については、双方向・多方向的な授業方法を基本としつ
つ、講義形式による授業方法との適切な組み合わせを行うなど、授業方法の一層の工夫が
必要。
・法学未修者１年次における成績評価・単位認定及び２年次への進級判定は厳格に行われ
ることが必要。
・ 認証評価機関における評価に当たっても、上記の考え方に従い評価基準や解釈指針及び
その適用の在り方について今後検討が必要。

H22

・１年次について、履修登 録上限単位数の標準である３６単位を超えて、法律基本
科目を６単位 増加させる ことを可能とした （省令・通知）
　⇒　法律基本科目の 配当科目数が 増加
・成績評価・進級判定・修了認定が厳格化
　⇒　標準 修了 年限 での 修了率が 低下

H23

H24

○ 「法科大学院教育の更なる充実に向けた改善方策について（提言）」（平成24年7月19日　中
央教育審議会 大学分科会 法科大学院特別委員会）
・法科大学院における法学未修者教育に関する優れた取組の共有化の促進
・入学前に法的知識・考え方などを学べるようにするための取組等の促進
・ 法学未修者教育充実のための新たなワーキング・グループを設置し、改善方策について集
中的に検討する体制の構築が必要

○ 「法学未修者教育の充実方策に関する調査検討結果報告」（平成２４年１１月３０日
中央教育審議会大学分科会　法科大学院特別委員会　法学未修者教育充実のた
めの検討ワーキング・グループ）
・法科大学院全体を通じた厳格な到達度判定の仕組 み である 共通到達度確認試
験の実施を提言
・法律基本科目をより重点的に学ぶことのできる仕組 み の導入を提言
・未修者教育に関する優れた取組をまとめた 事例集を作成

H25

○ 「共通到達度確認試験等に関する調査検討経過報告」（平成２５年１１月２２日
中央教育審議会大学分科会　法科大学院特別委員会　共通到達度確認試験等に関する検
討ワーキング・グループ）
・法学未修者がより多く法律基本科目の履修が可能となるよう単位数の増加及び配当年次
の在り方について見直しを検討することが考えられる。
・多様な学修経験や実務経験・社会経験等を有する法学未修者には展開・先端科目群など
の一部履修を軽減するなどの措置を講じることが考えられる。
・このような取組を適正に評価できるよう、認証評価機関の評価基準等の見直しが行われる
ようにする必要がある。
・法学未修者の法律基本科目の学修理解を深めることに資するため、既存の教育研究組織
が提供する授業科目を補習的に活用することが考えられる。

○ 「法科大学院教育の抜本的かつ総合的な改善・充実方策について（提言）」（平成26年10月9
日 中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会）
・法科大学院教育における「プロセス教育の確立」のため、法学未修者について追加が認め
られている法律基本科目の配当年次の拡大やその単位数の更なる増加を可能とするなど法
学未修者教育の充実や、法学既修者をも対象とする共通到達度確認試験（仮称）の導入、
指導における司法試験問題等の活用や若手実務家の協力などを通じた法曹として不可欠な
基本的知識・理解の修得の徹底することが必要

○ 「法学未修者に対する法律基本科目の指導の充実について（通知）」（２６文科高第
３９３号，平成２６年８月１１日）
・法学未修者を対象として法律基本科目の単位数を増加させた場合に，法学既修
者が３０単位を超えて修得したものとみなすことができる単位数について，これまで
１年次において６単位まで認められていたものを，１年次と２年次で合わせて１０単
位程度に増加させるとともに，２年次も含めて，法律基本科目の学修のためであれ
ば，４４単位程度まで履修の上限の適切な範囲内であるとした。
・十分な実務経験を有する者について，相当する展開・先端科目に代えて法律基本
科目を２～４単位程度履修することも可能であるとした。

○ 共通到達度確認試験の試行開始（～平成30年度）

H27 ○ 法科大学院公的支援見直し強化・加算プログラムを開始

H28

○ 「統一適性試験の在り方について（提言）」（平成２８年９月２６日　中央教育審議会　大学分
科会　法科大学院特別委員会）
・適性試験以外の方法による入学者選抜についての一定のノウハウがすでに蓄積されてい
ると考えられる状況も鑑みるとともに、２８年調査の結果も踏まえると、未修者についても、統
一適性試験の利用を法科大学院の任意とすべき。
・文部科学省において、未修者の入学者選抜についてのガイドラインを策定し、各法科大学
院と法科大学院を対象とした各認証評価機関に提示し、認証評価機関において、当該ガイド
ラインを踏まえた各法科大学院の取組を評価することで、受験者の適正判定の適確性・客観
性を担保すべき。

○ 「法科大学院未修者等選抜ガイドライン」（平成２９年２月１３日　中央教育審議会
大学分科会　法科大学院特別委員会）を作成

H29

○ 「専門職大学院に関し必要な事項について定める件の一部を改正する告示」（平成
30年文部科学省告示第66号）
⇒法科大学院の入学者選抜に関する努力義務の削除
　法科大学院の入学者選抜について，入学者のうち，法学を履修する課程以外の
課程を履修した者又は実務等の経験を有する者（以下「法学未修者等」という。）の
割合が3割以上となるように努めなければならないこととしている規定を削除するこ
と。（第三条関係）

○ 法科大学院全国統一適性試験の任意化（不実施）

R1
（H31）

○ 法科大学院の教育と司法試験等の連携等に関する法律等の改正
・法科大学院における法曹となろうとする者に必要な教育を段階的・体系的に実施
することを明確化
・職業経験を有する者等への入学者選抜における配慮の明確化

H26

H30

○ 「法科大学院等の抜本的な教育の改善・充実に向けた基本的な方向性」（平成３０年３月１３
日　中央教育審議会大学分科会　法科大学院等特別委員会）
・法科大学院入学者に占める法学系課程以外出身の者又は実務経験者の割合を「３割以
上」とする文部科学省告示の基準は、入学者の質の確保の観点から見直すべき。
・進級時に共通到達度確認試験を受けさせることなど、学生の質保証の仕組みを導入・整備
することが必要。
・ 新しい「法科大学院公的支援見直し強化・加算プログラム」において、未修者教育を効果的
に行っている法科大学院に対しては、より安定的・継続的に支援することが必要（例えば複
数の法科大学院が連携して未修者教育を実施、法学部の法曹コースに純粋未修者の教育
機能を分担させる取組、多様なバックグラウンドを有する法曹を輩出している法科大学院へ
の評価）
・教育課程や入学者選抜の在り方を含めて調査研究を実施し、共有可能とする。
・未修１年次の特定科目について若手実務家の活用の促進を検討。
・社会人として十分な実務経験を有する者の入学の促進策をも含め、未修者教育の改善の
ための必要な支援方策について、地方における法曹養成機能にも配慮しつつ、引き続き検
討。
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